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農業分野における外国人研修生は、一部作業について雇用関係の下で技術等をより実践

的かつ実務的に修得させる技能実習への移行が可能となった。

農業に関しては、労働関係諸法令において様々な例外があることから、受入機関である

農家・農業法人・農協等（以下「農家等」という。）を統一的に指導していくことが必要

であり、当省としての考え方を整理したものである。

今後、農業分野における技能実習移行に当たっては、下記事項に十分留意の上、技能実

習制度の適正・的確な運用に努めていただきたい。

記

１．労働基準法等の規定の適用と労働時間関係規定の準拠について

原則として１人でも労働者を使用していれば、労働基準法の適用を受けるが、農業労働

の場合、気候や天候に大きな影響を受けるという特殊性から、労働基準法の労働時間・休

憩・休日等に関する規定については適用除外とされている（ただし、深夜業に関する割増

賃金に係る規定、年次有給休暇に関する規定は適用がある。）。

しかし、農業の場合も労働生産性の向上等のために、適切な労働時間管理を行い、他産

業並みの労働環境等を目指していくことが必要となっている。

このため、技能実習移行に当たっては、労働時間関係を除く労働条件について労働基準

法等を遵守するとともに、労働基準法の適用がない労働時間関係の労働条件についてを、

基本的に労働基準法の規定に準拠するものとする。

①労働契約について 【基準法第１５条】

研修生が技能実習生に移行する際には、農家等と技能実習生との間で労働契約を締結

することが必要である。使用者は、労働契約を締結するに際し、労働者に対して賃金、

労働時間その他の労働条件を明示しなければならない。特に、次の事項については、書

面の交付により明示することが義務づけられている。

○労働契約の期間に関する事項

○就業の場所、従事すべき業務に関する事項

○始業・終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇、就

業時転換に関する事項

○賃金（退職手当及び臨時に支払われる賃金等を除く。以下同じ。）の決定、計算・

支払の方法、賃金の締切り・支払の時期に関する事項

○退職に関する事項

②就業規則について 【基準法第８９条】

技能実習生を含め常時１０人以上の労働者を使用する農家等については 就業規則を

作成し、労働基準監督署へ届け出る義務があり、該当する農家等については、作成と届

出が必要となる。就業規則の具体的作成方法等については、農業人材確保育成対策事業



により全国農業会議所が平成１０年３月作成した「就業改善指導マニュアル」等により

指導する。

１０人未満の労働者を使用する農家等については、労働基準法上、就業規則の作成・

届出義務はないが、職場規律や労働条件の明確化のため、できるかぎり就業規則を作成

するよう指導する。

③強制貯金の禁止について 【基準法第１８条】

使用者は、労働契約に付随して貯蓄の契約をさせ、又は貯蓄金を管理する契約をして

はならない。ただし、当該事業場の労働者の過半数で組織する労働組合（当該労働組合

がないときは労働者の過半数を代表する者）との書面による貯蓄金管理に関する協定を

締結し、所管の労働基準監督署に届け出た場合には、使用者は、労働者の貯蓄金をその

委託を受けて管理することができる。この場合、貯蓄金の管理に関する規定を定め、こ

れを労働者に周知するため作業場に備え付ける等の措置をとらなければならない。

労働者の貯蓄金をその委託を受けて管理する方法には、使用者自身が直接労働者の預

金を受け入れて自ら管理するいわゆる社内預金と、使用者が受け入れた労働者の預金を

労働者個人ごとの名義で銀行その他の金融機関に預金し、その通帳、印鑑を保管するい

わゆる通帳保管がある。

1)貯蓄金管理に関する協定では（通帳保管の場合を除く）、(ｲ)預金者の範囲、(ﾛ)預

金者一人当たりの預金額の限度、(ﾊ)預金の利率及び利子の計算方法、(ﾆ)預金の受け

入れ及び払い戻しの手続、(ﾎ)預金の保全の方法を定める必要があり、このうち、(ﾊ)

の預金の利率については、労働省令において定められている年５厘（平成１２年４月

１日現在）以上の利率で計算した利子を支払わなければならない（通帳保管の場合を

除く）。

2)預貯金の管理に関する規定では、前記(ｲ)から(ﾎ)に関する事項及びその具体的取扱

いについて規定する必要がある（なお、通帳保管の場合には、預金先の金融機関名及

び預金の種類、通帳の保管方法、預金の出入れの取次の方法等の規定で足りる）。

したがって、技能実習生本人の希望により、賃金控除に関する労使協定を締結の上、

毎月の賃金から本人希望の金額を控除して、貯蓄金を管理する場合は、前記の手続きを

行う必要があるとともに、使用者は、技能実習生が貯蓄金の返還を請求したときは、遅

滞なく返還しなければならない。

④賃金の支払いについて 【基準法第２４条】

①の労働契約、②の就業規則において、通貨で、直接技能実習生に対して、その全額

を、毎月１回以上、一定の期日を定めて支払う旨を規定する。

この場合、法律に基づく税金、各種保険料等、当該事業場の労働者の過半数で組織す

る労働組合との書面による労使協定がある場合は、販売代金、社宅、その他福利厚生施

設の費用、社内預金、組合費等事理明白なものについてのみ賃金から控除して支払うこ

とができる。

なお、賃金を技能実習生の預金口座等への振り込みにより支払う場合は、書面により



本人の同意を得ること、本人指定の本人名義の口座に振り込むことが必要です。また、

賃金支払日に賃金の支払いに関する計算書を交付する。

⑤最低賃金の保証等について 【最低賃金法等】

国が法的強制力をもって最低の賃金額を定め、使用者は、その金額以上の賃金を労働

者に支払わなければならない最低賃金制度は、農業の技能実習生にも適用され、最低賃

金法の定める基準を下回る賃金を支払っている使用者は最低賃金法違反となる。したが

って、①の労働契約、②の就業規則等で定める賃金の額は、都道府県労働基準局長の定

める「地域別・産業別最低賃金」を上回っていることが必要である（農業分野は産業別

最低賃金が設定されていない。）。

⑥労働時間・休憩・休日等について 【基準法第３２・３４・３５・３６・３７条】

農業労働の特殊性から、労働基準法の労働時間・休憩・休日等の規定は適用除外され

ているが、技能実習生の労働時間等を決める場合は、基本的に労働基準法の規定に準拠

し、①の労働契約、②の就業規則において、具体的に定める。

1)労働（技能実習）時間

(1)１日及び１週間の労働時間の原則 【基準法第３２条】

１日の労働時間は８時間を、また１週間の労働時間は４０時間を超えないこと

(2)変形労働時間制

変形労働時間制を採用する場合は、労使協定又は就業規則その他これに準ずるも

のによる定めをする。

ｱ)１ヶ月単位の変形労働時間制 【基準法第３２条の２】

１ヶ月以内の一定期間を平均し１週間当たりの労働時間が４０時間を超えない

ことを条件に、(1)の原則の労働時間を超えて労働させることができる制度。
ｲ)１年単位の変形労働時間制 【基準法第３２条の４】

次の条件のもとで(1)の原則の労働時間を超えて労働させることができる制度。
(ｱ)対象期間を平均し１週間当たりの労働時間が４０時間を超えないこと。

(ｲ)１年当たりの労働日数の限度は２８０日とすること（対象期間が３か月を

超える場合に限る。）。

(ｳ)１日の労働時間は１０時間を、また１週間の労働時間は５２時間を限度と

すること。

(ｴ)連続して労働させる日数は６日を限度とすること。等

(3)時間外労働の限度の基準 【基準法第３６条】

(1)の労働時間を超えて時間外労働をさせる場合は、次の時間数を限度とする。
期 間 一 般 １年単位の変形

１週間 １５時間 １４時間

１ヶ月 ４５時間 ４２時間

３ヶ月 １２０時間 １１０時間

１年間 ３６０時間 ３２０時間



なお、(1)の労働時間の原則を超えて労働させることが必要となる場合には、時
間外労働をさせる事由、１日及び１日を超える一定の期間についての限度時間を労

使協定において定める。

2)休憩 【基準法第３４条】

原則として、次のとおり一斉に付与する必要があるが、書面による労使協定が締結

されている場合は、一斉に付与する必要はない。この場合には、休憩の与え方等を定

めた労使協定を締結する。

(1)労働時間が６時間を超える場合は、少なくとも４５分
(2)労働時間が８時間を超える場合は、少なくとも１時間

3)休日 【基準法第３５条】

原則として、毎週少なくとも１回の休日を付与することとするが、①の労働契約又

は②の就業規則その他これに準ずるものによる定めをした場合は、４週間を通じて４

日以上の休日を付与する変形休日制を採用できる。

4)時間外、休日、深夜の場合の割増賃金 【基準法第３７条】

農業の技能実習生の場合においては、本条の最低の水準である次の割増賃金の支払

いを指導すること。

なお、農業の場合であっても、深夜業に関する割増賃金に関する規定は適用除外と

ならない。

時間外労働：通常の労働時間の賃金の計算額の２割５分以上

休 日 労 働：通常の労働日の賃金の計算額の３割５分以上

深夜労働(午後 10 時~午前 5 時)：通常の労働時間の賃金の計算額の２割５分以上

⑦年次有給休暇について 【基準法第３９条】

年次有給休暇は、(ｲ)雇入れの日から起算して６か月以上継続して勤務し、(ﾛ)全労

働日の８割以上出勤するという要件を充たした労働者に対し、労働基準法第３５条で

定める休日の他に毎年一定日数の休暇を有給で付与する制度であり、農業においても

労働基準法の規定の適用が除外されていない。年休を取得する権利（年休権）は、労

働者からの請求があって発生するのではなく、法律上当然に発生するので、技能実習

生に対し、法定の年次有休を付与する必要がある。

1)年休権が発生した場合は、技能実習生は年次有給休暇をとる時季を指定することが

でき、その場合、(ｲ)「事業の正常な運営を妨げる場合」であり、かつ、(ﾛ)使用者が

これを理由に時季変更権の行使をしない限り、労働者が指定した時季に年次有給休暇

を与えなければならない。

2)年次有給休暇の付与日数は、初年度は１０日となっており、１年６か月以上継続し

て勤務した場合１日が加算され合計１１日となり、その後勤務年数に応じ最高２０日

付与される。未消化の年休は、２年間の時効にかかるまで繰越ができ、即ち翌年度の

最終日まで繰越が可能である。



3)休暇をどのように利用するかは技能実習生の自由であり、使用者に何に使うかを告

げる必要はないし、使用者に告げた目的と異なる用途に使っても何ら影響を及ぼさな

い。

ただし、休日等を利用したアルバイト活動等の資格外活動は認められていない。

4)技能実習生の場合、研修期間を含め１年半以上母国に帰国せず、家族にも会ってい

ないことが多いと考えられるため、年次有給休暇や休業日を利用して一時帰国するこ

とが推奨される。再入国の許可を受けずに日本から出国すると、在留期間内であって

も再入国ができないため、必ず地方入国管理局等で「再入国」の許可を受けて出国す

ることが必要となる。

⑧賃金台帳の整備について 【基準法第１０８条】

農家等は、各技能実習生について賃金台帳を整備し、労働時間数等賃金計算の基礎

となる事項、賃金（時間外割増賃金等を含む。）の額等を賃金支払いの都度、遅滞な

く記入しなければならない。

２．社会保険（医療保険、年金保険）について

医療保険は、疾病、負傷、死亡、分娩に対して保険給付を行うものである。また、年金

保険は、労働者の老齢、死亡に対して保険給付を行うものである。これらは、社会保険と

総称されており、法人の場合と個人経営の場合で、その適用に差異がある。

①法人の事業所の場合

法人の事業所であれば、事業主やその労働者の意志に関係なく強制的に被用者保険で

ある社会保険が適用される。農業法人の場合も、有限会社などの会社法人であっても、

農事組合法人であっても強制適用となっている。年金については、会社法人は厚生年金、

農事組合法人は農協職員などと同じく農林年金に加入することとなっている。

これらの強制適用事業所に「使用される者」は、①臨時に使用される者、②季節的業

務に使用される者等を除き、強制的に社会保険の被保険者となる。技能実習生も当然の

ことながら「使用される者」に含まれる。

②個人経営の場合

農業の個人経営の場合は、使用する人数に関係なく、経営者・労働者の意志に基づき、

健康保険・厚生年金保険、国民健康保険・国民年金いずれかに加入することになる（強

制適用）。

個人経営が健康保険に任意加入するには、1)個人経営の農業の事業主の認可申請、2)
被保険者となるべき者の２分の１以上の同意、3)厚生大臣の認可が必要である。
また、個人経営が厚生年金保険に任意加入するには、1)個人経営の農業の事業主の認

可申請、2)被保険者となるべき者の２分の１以上の同意、3)都道府県知事（平成１２年
４月以降は「社会保険庁長官」）の認可が必要である。

健康保険の任意加入をしない場合には、国民健康保険に加入しなければならず、一年

以上我が国に滞在すると見込まれる技能実習生が属する世帯の世帯主（技能実習生本人



の場合が多いと考えられる。）が住所を有する市町村又は特別区に資格取得の届出を行

わなければならない。

厚生年金保険の任意加入をしない場合には、国民年金に加入しなければならない。

③健康保険・厚生年金保険の保険料

健康保険と厚生年金保険の保険料は、被保険者である労働者と事業主が５０％ずつ折

半して納めることになっている。

政府管掌の健康保険及び厚生年金保険の保険料は、労働者が受け取る報酬額（賃金、

給料、俸給、手当又は賞与に準ずべきもので、臨時に支給されるもの等を除く）に応じ

て定められる標準報酬月額に、保険料率を乗じて計算される。

（参考）

保険料＝標準報酬月額×保険料率（注）＝労働者負担(50%)＋事業主負担(50%)
（注）健 康 保 険：１０００分の８５

厚生年金保険：１０００分の１７３．５

この他、賞与などを対象に、特別保険料が徴収される（１０００分の１０）。

事業主は、法律で保険料の被保険者（労働者）負担分と事業主負担分を合わせて納付

する義務を負わされている。

④国民健康保険・国民年金の保険料

国民健康保険の保険者である市町村又は特別区が、条例に基づき、世帯主から徴収す

る。

また、国民年金は、技能実習生本人が被保険者となり、国民年金法等の規定に基づき、

１月につき１３，３００円の保険料を納めることになる。

３．労働保険（労働者災害補償保険、雇用保険）について

労働者災害補償保険（以下「労災保険」という。）は、労働者の業務上の事由または通

勤による負傷、疾病、障害、死亡に対して、保険給付を行うものである。

また、雇用保険は、労働者が失業した場合、及び雇用の継続が困難となる事由が生じた

場合の保険給付を行うとともに、労働者の職業の安定に資するために雇用安定事業などを

行っている。これらは、労働保険と総称されており、法人経営の場合と個人経営の場合で、

その適用に差異がある。

①法人経営（農協含む）の場合

原則として、労働者を一人でも使用する事業は、事業主の意思にかかわりなく、法律

により加入する義務があり、事業開始日に自動的に保険関係が成立することとなってお

り、法人経営の場合には、原則どおりすべて強制適用となる。

②個人経営の場合

農業を営む個人経営の場合は、当分の間、強制適用とされず、暫定任意適用事業とさ

れる場合がある。暫定任意適用事業とされるのは、農業の事業の一部でそれぞれ次の条

件を満たすものである。



1)労災保険の場合

○民間の個人経営の農業の事業（特定の危険有害作業を主として行う事業であって

常時労働者を使用するもの並びに特定農業機械作業従事者及び一定の危険又は有

害な作業を行う一定規模以上の事業の個人事業主等が特別加入した場合における

当該事業を除く。）であって、５人未満の労働者を使用するもの。

なお、労災保険の暫定任意適用事業は、事業主に保険加入の意思があるとき又は、

これらの事業主に使用される労働者の過半数が希望するときは、事業主は任意加入の

申請をすることとなる。

技能実習生を雇用する農家については、労災保険の適用の申請を行うよう強く指導

する。

2)雇用保険の場合

○農業の事業のうち、常時５人以上の労働者を雇用する事業以外の事業に適用され

る。

なお、雇用保険の暫定任意適用事業は、使用される労働者の２分の１以上の同意を

得て申請するか、若しくは、使用される労働者の２分の１以上が希望するときは、事

業主は任意加入の申請をすることとなる。

技能実習生を雇用する農家については、技能実習生を含む労働者と農家の意志によ

り申請するか否か決定するよう指導する。

③労災保険の保険料

保険料は全額事業主負担で次のとおりとなっている。

保険料＝賃金総額×労災保険率

④雇用保険の保険料

保険料は事業主と被保険者で負担するが、その割合は次のとおり。また、事業主は、

被保険者負担部分の雇用保険料を賃金から控除できる。

保険料＝賃金総額×雇用保険率

４．その他補完する任意保険

①技能実習生総合保険（ＪＩＴＣＯ保険）

技能実習生は、労災保険及び健康保険などが被保険者について適用となるが、医療費

の自己負担分や医療費以外の諸雑費の負担及び労災適用以外の疾病・傷害による死亡・

後遺障害等については補償を受けられない。このため、これらに対する補償を目的に設

けられた保険である。保険内容に応じて４タイプに別れており､保険料も１１,７６０円
から２７,９６０円となっている。

②（社）日本農業法人協会傷害保険制度

（社）日本農業法人協会の会員である農業法人等の従業員等（技能実習生含む）が、

当該農場の関連業務に従事しているとき、偶然・急激かつ外来の事故による死亡、傷害

等についての補償である。保険内容に応じて５タイプに別れており､保険料も１,１００
円から９，０５０円となっている。



③農業災害補償制度（農業共済）

自然災害を中心とする農業災害の特殊性にかんがみ、農業者が不慮の事故によって受

けることのある損失を保険の仕組みにより補填して農業経営の安定を図り、農業生産力

の発展に資することを目的とする制度である。

５．安全衛生と健康の管理について

農業においても、労働災害と職業性疾病の発生防止及び心と体の健康の確保を図り、

心身ともに健康で安心して働ける快適な職場環境を形成することが必要である。したが

って、法の履行を図ることはもとより、技能実習生に対する安全衛生管理、健康確保及

び職場環境の整備に努めるとともに、特に次の事項は必ず遵守すること。

①安全衛生教育の実施 【労働安全衛生法第５９条】

技能実習生に対して、雇入れ時及び危険（最大荷重１ｔ未満のフォークリフトの運転

等）又は有害（酸素欠乏危険場所における作業等）な業務に従事させる場合に、法定の

安全衛生教育を実施し、必要事項を守るよう指導を徹底する。

②就業制限の遵守 【労働安全衛生法第６１条】

技能実習生に対して、最大荷重１ｔ以上のフォークリフトの運転の業務等就業制限業

務に従事させる場合は、フォークリフト運転技能講習を修了する等の法定の必要な資格

を取得させた上で従事させる。

③健康診断の実施 【労働安全衛生法第６６条】

技能実習生に対して、雇入れ時及び１年以内ごとに１回、定期に法令に基づく項目に

ついて医師による健康診断を実施する。また、重量物の取扱い等重激な業務、深夜業等

の業務に常時従事させる場合には、当該業務への配置換えの際及び６月以内ごとに１回、

定期に法令に基づく項目について医師による健康診断を実施する。

なお、技能実習生に特定化学物質等の取扱い等の有害な業務に常時従事させる場合に

は、法令に基づく医師による特別な健康診断を実施する。


